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Ⅰ 議案

１ 補正予算

○ 議案第13号 令和４年度 宮崎県一般会計補正予算（第２号）

商工観光労働部一般会計歳出

（単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額

５２，２８９，８４４ １，１７６，４０５ ５３，４６６，２４９
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補正前の額

今回補正額（案）

補正後の額

○課別予算一覧

会 補正前の額 補正額（案） 補正後の額

補正第２号
計 （ア） （イ） （ア）＋（イ）

千円 千円 千円

44,678,105 1,092,792 45,770,897

一 1,880,966 47,033 1,927,999

般 1,470,360 6,580 1,476,940

会 1,088,775 0 1,088,775

計  観光推進課 2,149,663 30,000 2,179,663

1,021,975 0 1,021,975

計 3,171,638 30,000 3,201,638

52,289,844 1,176,405 53,466,249

4,389,821 0 4,389,821

62,168 0 62,168

4,451,989 0 4,451,989

56,741,833 1,176,405 57,918,238商工観光労働部　合計

 オールみやざき
 営業課

 雇用労働政策課

 企業立地推進局
 企業立地課

観
光
経
済
交
流
局

　　計

 商工政策課

特
別
会
計

 観光推進課

計

令和４年度　商工観光労働部　予算

 企業振興課

課　　　　　　　　名

 商工政策課

　　　　　５６７億４，１８３万３千円

　　　　　　１１億７，６４０万５千円

　　　　　５７９億１，８２３万８千円
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小規模事業者新事業展開等追加支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

原油価格や物価の高騰の影響を受けている小規模事業者のポストコロナを見据えた取

組を商工会議所等が伴走支援することにより、事業の継続・発展、ひいては地域経済の

維持・発展を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３０，９２５千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 商工会議所連合会及び商工会連合会

(5) 事業内容

小規模事業者が商工会議所等の支援を受けながら新事業展開や販路開拓に取り組む

ための経費を補助（間接補助率３／４※、上限額６００千円※）

※ 前年度からの繰越予算である「小規模事業者新事業展開等支援事業」（予算額

１９６，３８５千円、間接補助率２／３、上限額５００千円）の補助率等を引

上げ。

３ 事業の効果

原油価格・物価高騰による影響を受けながらも前向きに事業の継続・発展を目指す小

規模事業者を後押しし、地域経済の維持・発展につなげる。
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みやざき応援消費拡大支援事業

商工政策課

１ 事業の目的・背景

新型コロナの７度にわたる感染拡大に加え、コロナ禍における原油価格や物価の高騰

により大きな影響を受けている県民や県内事業者を支援するため、地域の実情に応じた

消費喚起策や商業振興策に取り組む市町村を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 １，０１７，７００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 市町村

(5) 事業内容

市町村が実施する地域の実情に応じた消費喚起策等にかかる経費を補助する。

○ 補助率 １／２以内

○ 市町村が行う事業例

・ デジタル版・紙版プレミアム付商品券発行事業

・ 地域通貨ポイント付与事業

・ 商店街誘客を目的とした商店街イベント事業 等

３ 事業の効果

消費喚起策や商業振興策に取り組む市町村を支援し、県民の負担を軽減しつつ消費需

要を喚起することにより、落ち込んだ地域経済の早期回復が図られる。
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中小企業金融対策費

商工政策課 経営金融支援室

１ 事業の目的・背景

新型コロナウイルス感染症の長期化に加え、ウクライナ情勢等に伴う原油・原材料価

格高騰により、厳しい経営環境にある中小企業に対し、長期・固定・低利の事業資金を

安定的かつ円滑に供給することで、経営の安定化を図る。

２ 事業の概要

(1) 補 正 額 ４４，１６７千円（補正後の額 ４２，０４９，９９３千円）

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 県

(5) 事業内容

宮崎県中小企業融資制度に「原油・原材料高対策特別貸付」を創設する。

① 中小企業融資制度貸付金 （緊急対策枠対応（４，０００，０００千円））

県融資制度の運用に必要な原資の一部を金融機関に預託

② 中小企業金融円滑化補助金 （４４，１６７千円）

信用保証制度基準保証料と県融資制度保証料との差額分を信用保証協会に補助

【原油・原材料高対策特別貸付の概要】

○融資対象者：原油・原材料価格高騰の影響により、最近３か月の月平均売上高総

利益額（粗利益）が前年同期又は２年前同期の月平均売上高総利益

額に比べて３％以上減少している中小企業者等

○融資限度額：運転資金 ３，０００万円（組合 ８，０００万円）

○返 済 期 間：１０年以内（うち据置３６月以内）

○融 資 利 率：０．８０％以内～１．５０％以内

○保 証 料 率：０％～０．２５％

３ 事業の効果

県融資制度を活用する中小企業の負担軽減を行い、円滑な資金繰りを支援することに

よって、事業の継続が図られる。

県 金融
機関

中小
企業者

信用保証協会

原資預託

信用保証

元利金返済

融資

保証料補助
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地域中小企業等新事業展開支援事業

企業振興課

１ 事業の目的・背景

コロナ禍における市場ニーズや原油価格・物価高騰など、経済活動を取り巻く環境の

変化に対応し、ポストコロナにおける新たな成長に向けて取り組む県内中小企業等を支

援する。

２ 事業の概要

(1) 補 正 額 １５，０００千円（補正後の額 １４５，０００千円）

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 実施主体 （公財）宮崎県産業振興機構

(5) 事業内容

県内中小企業等が行う新事業展開や新分野進出等の取組を支援

（間接補助率３／４以内※、上限額３，５００千円※）

※今年度当初予算である本事業（予算額１３０，０００千円、間接補助率２／３

上限額３，０００千円）の補助率等を引上げ。

３ 事業の効果

コロナ禍での環境変化への対応や、原油価格・物価高騰などの影響を受けている県内

企業の新事業展開を図る取組を更に支援することで、新たな成長に向けた事業が創出さ

れ、地域経済の更なる活性化が図られる。
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○新食品開発支援機能強化事業

企業振興課 食品・メディカル産業推進室

１ 事業の目的・背景

原油や穀物等の物価高騰により影響を受けている県内食品製造業者においては、原材

料の変更や付加価値の高い食品開発などの対応が課題となっているため、食品開発セン

ターの支援機能を拡充し、試作品開発などに係る事業者負担の軽減等を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３２，０３３千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

・ 食品開発センターに、原材料の変更や付加価値の高い食品開発のために必要な新

たな製造機器を導入する。

・ 食品開発センターに食品開発に係る支援員を配置し、米粉活用のセミナー等の実

施や事業者からの相談対応体制及び情報提供機能を強化する。

３ 事業の効果

食品開発センターの機器整備や相談機能等の強化を行い、原材料の変更等を伴う付加

価値の高い加工食品の開発に取り組む県内食品製造業者を支援することにより、事業活

動の安定化を促し、コロナ禍からの経済活動の回復を図る。
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○新ウクライナ避難民採用企業支援事業

雇用労働政策課

１ 事業の目的・背景

ウクライナ避難民の滞在の長期化にともない、就労を希望する方の増加が想定される。

就労を希望するウクライナ避難民を採用した県内企業に対して、給付金を支給すること

により、企業による雇用機会の提供と円滑な受入環境の整備を支援する。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ６，５８０千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

ウクライナ避難民を雇用（週２０時間以上の雇用契約）した企業に対して給付金を

支給する。（採用１人につき２５０千円）

３ 事業の効果

県内企業のウクライナ避難民の雇用に対する前向きな気運の醸成と、採用した企業で

の語学や習慣の違い等による不安感の軽減等につながり、就労を希望するウクライナ避

難民へ就労機会の提供と雇用環境の整備が図られる。
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○新宿泊事業者原油高騰等緊急支援事業

観光推進課

１ 事業の目的・背景

原油価格高騰や物価上昇等の影響により、宿泊事業者における経営環境は厳しさを増

しており、コスト削減に資する省エネルギー機器やシステム導入等に係る経費を支援す

ることにより経営基盤の強化を図る。

２ 事業の概要

(1) 予 算 額 ３０，０００千円

(2) 財 源 国庫（地方創生臨時交付金）

(3) 事業期間 令和４年度

(4) 事業主体 県

(5) 事業内容

① 対象事業者

県内のホテル・旅館等を所有・運営する宿泊事業者

② 対象経費

コスト削減に資する省エネルギー機器やシステム導入等の経費

・給湯設備、空調設備、ＬＥＤ照明、節水シャワーや洗面台の自動水栓化

③ 補助率

２分の１

④ 補助上限額

１，５００千円

３ 事業の効果

宿泊事業者が取り組む省エネルギー対策に要する費用を支援することにより、宿泊事

業者の施設運営に係る固定経費の節減を図ることができる。
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